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女性雇用は何故企業業績を高めるのか（縮約版） 

弘前大学人文学部経済経営課程 黒田 麻美 

 

 

1. 問題意識 

本論文の目的は、女性比率と利益率の正の関係の背後にある、女性雇用問題を理解する

ことである。 

女性比率と利益率に正の関係があるということはよく知られている。これは先行研究に

おいても示されており、また直近のデータでも確認できる。説明変数を各企業の女性比率、

被説明変数を当該企業の ROA として、回帰分析を行う。ROA は会社四季報 2009 秋、女性

比率は就職四季報女子版から取得する。ここでは、男女別従業員数、平均勤続年数は原則

として直近本決算期末時点の単独ベースの非現業者を対象にしている。役員や臨時雇用者

は除かれている。また、データは制約上、上場企業のみであり約 700 社である。分析結果

は図表 1 の通りである1。 

 

 

図表 1 ROA と女性比率の関係(1) 

 

※注：( )内は t 値 

 

 

このような結果になる理由を説明するものとしてベッカーの差別理論が代表的である。ベ

ッカーの差別理論は、女性雇用には性差別意識 (あるいは何らかの費用)が存在することに

注目する2。その意識や費用が女性労働需要を低くし、均衡女性賃金が下落する。よって、

女性を雇用した企業(性差別意識が先天的に少ないと考えられる企業)で相対的に利潤が高

くなる、という理論である。ベッカーはこの性差別意識 (あるいは何らかの費用)を経営者

の「心理的コスト」としている。日本では女性に対する雇用差別が未だに根強いことから、

有力な理論である。 
                                                  
1 なお、ROA が－20%以下の異常値は除いている 
2 差別意識の中には「統計的差別」も含まれる。これは、過去の統計(経験)から得られた結果に基づいた差

別のことである。例えば、過去の統計から、女性は入社後数年で結婚を機に退職する人が一定割合いたと

する。そして、企業は OJT に多大なコストをかけており、早期退職を望んでいないものとする。このよう

な場合、企業は女性よりも男性を雇うようになる。ある求職者が結婚後も確実に働き続けると考えている

としても、これを証明できないので、女性は雇われにくくなってしまう。このようにして生まれる差別が

統計的差別である。 

定数項 女性比率に関する係数

－0.00069 

(-0.21055) 

0.036663 

(2.668368) 
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ただし、問題もなくはない。女性比率と利益率の関係を、再度散布図を用いて視覚的に検

討してみる(図表 2)。これを見ると、ある一定の女性比率(2009 年のデータでは約 40％)を境

に傾きが急になっていることがわかる。このことは回帰分析でも確認でき、先の臨界値

(40%)未満のデータでは関係に有意性がみられないのに対し、それ以上のデータでは有意に

正の関係がみられる(図表 3)。ところが、ベッカー理論では女性比率と利益率の関係におい

て傾きが途中から正になることを説明できない。 

 

 
 

 

図表 3 ROA と女性比率の関係(3) 

 定数項 女性比率に関する係数 

女性比率 40%以上 -0.03324 

(-2.49671) 

0.100154 

(3.969573) 

女性比率 40%未満 0.001306 

(0.314029) 

0.025583 

(1.224826) 

※ 注：( )内は t 値 

 

 

2. 本論文が提示する仮説Ⅰ－女性雇用固定費理論－ 

女性比率と利益率の関係において傾きが途中から変わることを説明する仮説の 1 つとし

て、実質的費用を考慮することが考えられる。女性雇用には、育児休業制度の整備や社内

託児施設など女性が働きやすい環境にするための整備等の費用がかかる。これは企業規模

に関わりなくほぼ一定で、大企業ほど従業員一人当たりの費用が小さくなる性質があると

考えられる3。 
                                                  
3 言い換えると、規模に対して収穫逓増である。 

図表 2 ROA と女性比率の関係(2) 
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女性労働需要を抑制する要因として、ベッカー理論のように差別意識ではなく、この固

定費を考えてみる。すると、次の 2 つが考えられる。 

(1)まず、コストゆえに均衡女性賃金は低下し、女性雇用が利潤を高める傾向が生じる。

これは、ベッカー理論と同じである。(2)次に、女性比率が増え、女性雇用が高まると女性

一人当たりの固定費が減るので、女性比率が増えるにつれて女性を雇用したときの利益率

は高くなる傾向が生じる。 

この考え方をとれば、ベッカー理論と異なり、また女性雇用と利潤率の関係が強まるこ

とを説明することが可能である。また、企業経営者からみても、差別意識よりも自然な（納

得できる）考え方であろう。 

固定費の存在を考慮した場合、女性比率と ROA の関係は図表 4 のようになる。女性と男

性の生産性が 1 であるとする。男性賃金が Wm、女性賃金が Wfであるとするとし、πfが女

性を雇用した場合の利潤である。固定費を考えなければ、1‐Wfが利潤だが、固定費の存在

のためにそれよりも低い位置になる。 

このようにして、女性比率が高まるにつれて利潤率も上昇する図が描ける。直観的には

女性雇用に関する収穫逓増が働くためで、女性比率が高くなるにつれて労働一単位当たり

の固定費が低くなるからである。 

 

図表 4 女性比率と利益率の関係 

 

 

この仮説の成立をデータで確認する。総従業員数と ROA、女性従業員数と ROA の関係

を分析することで、規模の経済の問題が重要かどうか検証する。結果は図表 4 の通りであ

る。本論文で用いたデータからは有意な結果が得られない。 

このことから、女性比率と利益率の正の関係の背後にはもっと他の女性雇用問題がある

と考えられる。 

 

π／l (労働 1 単位当たりの利潤)≒利潤率 
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図表 5 ROA と企業規模の関係 

 定数項 各説明変数に関する係数 

推計 A：総従業員数を 

説明変数とした場合 

0.006667 

(3.305993) 

2.22E-08 

(0.056839) 

推計 B：女性従業員数を 

説明変数とした場合 

0.006141 

(2.902662) 

1.29E-06 

(0.480651) 

※ 注：( )内は t 値 

 

 

3. 本論文が提示する仮説Ⅱ－女性雇用市場分断理論－ 

ベッカーの差別理論や女性雇用固定費理論などは、データの背後にある女性雇用の現状

を理解するには不十分であった。そこで、雇用スタイルの現状に注目する。雇用スタイル

によって、差別による雇用の減少がある場合とない場合が存在するかもしれない。 

 女性雇用のうち、「補助職」女性が多い市場では差別による雇用の減少が発生しないこと

が考えられる。この補助職とは、一般業務よりは補助的な仕事を担い、長らく完全に女性

の仕事と考えられてきたものを指す4。対になる概念は「基幹職」であり、これは男性と同

様に一般業務を担う女性を指す5。 

生産性があるにもかかわらず女性雇用を減らす要因としては、①女性雇用の(固定的)費用、

②統計的差別、③偏見や知識不足による差別の 3 つがあるが、補助職については全てあて

はまりにくい。 

①補助職は補助的な仕事を行い、将来的に離職することが想定されている。一方の基幹

職は男性と同様の仕事を行うため、長期的に雇用されることが前提である。両者を比較す

ると、女性長期雇用のための育児休業制度の整備費などが生じるのは後者である。補助職

では、この要因で女性雇用を減らすことは考えにくい。 

②また、教育費用をかけても女性の一部が早期に退職してしまう現状から男性雇用が優

先される統計的差別も、長期雇用が前提の基幹職についてのみあてはまる。補助職ではそ

もそも早期退職が想定されていてこの要因も生じない。 

③偏見や知識不足による差別についても違いがある。基幹職は上司として働くことも期

待されている。「今までは男性が上司であったものが、突然女性が上司になることで秩序が

乱れる」「女性は視野が狭く、上司としての適正に欠ける」といった偏見によって、基幹職

女性は雇用抑制されている。一方の補助職女性は上司になることを念頭には置いていない

ため、このような偏見で雇用抑制が働くことはない。 

なお、生産性については、補助職は基幹職よりも低い。補助的な業務のみを担うからで

ある。 

                                                  
4一般職女性があてはまりやすい。 
5正規社員のうち総合職社員や管理職女性があてはまりやすい。 
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これらを考慮すると図表 6 のような労働需給曲線が描ける。男女ともに労働供給は十分

に行われているとし(右上がりの Sm、Sf)、女性雇用市場では補助職と基幹職が同数で供給を

シェアしていると仮定した(右上がりの Sa、Sb曲線)。生産性は男性・女性基幹職が高く(右

下がりの Pm、Pfb 曲線)、補助職は低い(右下がりの Pfa 曲線)。そして、男性、女性の補助職

は生産性と労働需要の間に乖離がないが(右下がりの Dm、D fa曲線)、女性基幹職は差別や費

用要因により乖離している(右下がりの Dfb曲線)。 

このとき、男性の均衡賃金は Wm、補助職女性の均衡賃金は Wfa、基幹職女性の均衡賃金

は Wfbとなる。男性と補助職女性では生産性と賃金の乖離が生じていない。一方で、基幹職

女性は本来、男性と同等の生産性があるので男性と同じ賃金が支払われるはずだが、差別

の存在により賃金は低く設定されており、乖離が生じている。これは、女性雇用の面から

みると負の側面であると考えられる。しかし、企業にとっては基幹職女性を雇った場合の

均衡点の限界生産性と賃金の乖離部分が利益となり、正の側面である。これは、図の Efb’

と Efbの差で表されている。そのため、基幹職女性を雇う企業が、利益率が高くなる。 

 

図表 6 女性雇用市場を補助職市場と基幹職市場とで分断した場合の均衡分析 

 

 

D：需要曲線 S：供給曲線 W：賃金 π：利潤 E：均衡点 P：生産性 

下付きの f：女性 m：男性 a：補助職市場 b：基幹職市場 
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女性雇用市場の雇用スタイルは均一ではなく、補助職市場と基幹職市場に分断されてい

る。そして、双方の市場では差別による雇用の減少にちがいがあり、雇用が利益率に与え

る影響が異なっている。 

女性比率と利益率の関係については、次のようになるだろう。女性比率が低い企業は補

助職女性を主体として雇うので、女性比率の上昇が利潤率の高まりに寄与しない。一方女

性比率が高い企業は補助職だけでなく、基幹職を多く雇用しており、利潤率が上昇しやす

くなる。このようにして図表 2 のような屈折関係が説明できる6。 

 

 

4. 結論と課題 

 女性比率と利益率の屈折関係はベッカー理論では説明できない。本論文では、女性比率

と利益率の屈折関係を説明する背景にある女性雇用問題として、2 つの可能性を提示した。 

女性雇用固定費理論ではデータ分析において有意な結果を得られなかったことから、問題

背景としては不十分であると考えられた。一方の女性雇用市場分断理論は、データ分析の

結果を説明しうる理論であるが、この理論が正しければ差別によって雇用が減少すること

で利潤が増加するという、女性雇用に関する問題が生じている可能性を示唆することにな

る。しかし、データの制約からこの仮説の実証分析を行うことはできなかった。今後、よ

り詳細なデータによる分析を行い、実証分析を進めることで女性雇用問題を理解すること

が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
6
児玉・小滝・高橋(2005)や男女共同参画研究会報告(2003)は、実証分析によって、女性比率が利益率を

高めるのではなく「男女勤続年数格差が小さい」「再雇用制度がある」という企業固有の要因が利潤率を上

昇させていると主張している。しかし、「男女勤続年数格差が小さい」「再雇用制度がある」とは、まさに

女性基幹職雇用の多さを表していると解釈できる。本論文の「女性雇用市場分断理論」は、児玉・小滝・

高橋(2005)と男女共同参画研究会報告(2003)の実証結果の背後にある理論メカニズムにもなりうる。 
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